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論文（査読付）

１．問題意識と研究目的

BtoB（Business to Business）は一般消費者を対象とした BtoC（Business to Consumer）に対する関係性

の概念であり、BtoB 領域に属する生産財や産業財は、企業の生産や業務活動に用いられ、企業から企業へと

いうように組織間で取引される。BtoB 企業のコーポレート・コミュニケーションについて、顧客以外のス

テークホルダーに対する領域については研究の蓄積が浅く、全体像についてはこれまで体系的な論考が不足し

ている（山﨑，2014a）。

山﨑（2015）は、BtoB 企業に対するインタビューおよびアンケート調査によって、BtoB 企業のコーポレー

ト・コミュニケーションの対象として重視するステークホルダーは、社会（生活者全般）および従業員である

という傾向を見出した。ただしこの研究は BtoC 企業と比較しているわけではなく、BtoB 企業のコーポレー

ト・コミュニケーションの特質というところまで詰め切れていない。

Cutlip et al.（2005，訳：p.266）は「組織体にとって最も重要な関係性は、あらゆるレベルの従業員との関

係性にある」とインターナル・リレーションズの重要性を述べている。その関係性を維持、構築する機能を

担っているのがインターナル・コミュニケーション１）であり、企業経営に与える影響は大きい。いかなる組

織においても従業員は重要なステークホルダーであり、インターナル・コミュニケーションによって業務の成

果は確保される（Cornelissen, 2014）。しかし BtoB 企業と BtoC 企業を区別しての議論は少数に留まっている

のが実情である。

山﨑（2015）によって BtoB 企業のコーポレート・コミュニケーションの対象として従業員を重視する傾向

が抽出されたが、BtoC 企業との違いがあるのか、またあるとすればその違いは何で、どのような要因で起こ

るのかは明らかにされていない。BtoB 企業でインターナル・コミュニケーションが重視される一方で、議論

が不足している部分を検証することは学術的にも実務的にも意義深いと考え、その点が本論の研究動機である。

そこで本研究では先行研究をレビューし、インターナル・コミュニケーションおよびその BtoB 企業への適

用状況を確認した上で仮説設定を行う。次に BtoC 企業にインタビュー調査を実施し、山﨑（2015）の BtoB

企業に対する調査結果と比較することで、BtoB 企業のインターナル・コミュニケーション独自の特質につい

て考察するものである。

２．先行研究

2-1．インターナル・コミュニケーションに関する研究

Cornelissen（2014, p.164）はインターナル・コミュニケーションを「組織内部における従業員とのコミュニ

ケーション」と定義している。Argenti（2007, p.140）は「有効なインターナル・コミュニケーションは、企

業において重要な経営資産である従業員の信頼感を強化することに他ならない」と述べているが、その手段

は多様である。Stein（2006）による連帯感の醸成効果に関する調査では、印刷物、電話、会議、電子メール、

イントラネットという 5 つのツールの中において、フェイス・ツー・フェイスの会議が最も高いポイントを
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獲得している。また Jo & Shim（2005）も経営者と従業員との直接的な対話がメディアを介するコミュニケー

ションより信頼関係を築くことを示している。このように特定の目的達成では人的・直接的なコミュニケー

ション手段が有力であるが、本研究は後述するように広報・広告部門に対するインタビュー調査に基づくこと

から、インターナル・コミュニケーションの手段はメディアを利用するものに限定して考察するものとする。

Barnard（1938）は組織に必要な要素として、①コミュニケーション　②貢献意欲　③共通目的の 3 項目を

挙げ、相互に意思を伝達できる人々が、貢献しようという意欲をもって共通の目的を目指す時に組織は成立す

ると述べている。インターナル・コミュニケーションは組織の構成員が進むべき方向性を共有する際に機能を

発揮し、組織成立上の不可欠の要因として企業経営を支えているのである。経営層のインターナル・コミュニ

ケーションの重要性に対する理解は増しており、Argenti & Foeman（2002）は、組織の人的資源である従業

員の力を引き出すのはインターナル・コミュニケーションであると CEO は認識しはじめ、従業員のケアの必

要性について理解しているリーダーは、インターナル・コミュニケーションの適切な管理を重視していると解

説している。従業員は経営組織における最重要のステークホルダーであり、さまざまなレベルにおけるコミュ

ニケーションによって組織最大の資源である人材が活性化し、それが経営活動にフィードバックして組織文化

の革新や組織の改革を推進するのである（剣持，2008）。高橋（2006）は組織の活性化を、組織のメンバーが

組織と共有している目的・価値を能動的に実現していこうとする状態と定義しているが、インターナル・コ

ミュニケーションは目的・価値の共有に機能するといえる。また White et al. （2010）はインターナル・コミュ

ニケーションによって十分な情報が得られることはモラールアップと連帯感の確保につながると述べている。

インターナル・コミュニケーションと密接に結びついているのがコーポレート・アイデンティティ

（Corporate Identity：以下 CI）である。澤（1997）は外部視点の導入という CI ならではのインパクトを利用

した従業員の意識や組織文化の変革が企業によって行われていると述べている。CI の 3 要素として MI（（Mind 

Identity）、BI（Behavior Identity）、VI（Visual Identity）が挙げられるが、企業理念の統一である MI や行

動面の統一を指す BI のアプローチが優先する（堀・久保田，1993）。すなわち CI は社外に向けた視覚面での

統一を指す VI に重きを置きがちだが、従業員が共有する企業理念や行動原理の変革や統一が前提となって

実現されるのである。そこで重要な機能を持つのがインターナル・コミュニケーションであり、陶山・梅本

（2000）によると、インターナル・コミュニケーションは CI を構築していくためのコミュニケーションだと

している。Ackerman（2000，訳：p.270）は「いかなる組織も自らのアイデンティティに従って価値を創造し

なければならない」と述べており、企業によって提供される価値はアイデンティティと整合するのである。

近年の経営課題であるグローバル化や M&A による経営再編、企業変革の観点からもインターナル・コミュ

ニケーションは議論されている。例えば清水他（2015）は、23 社を対象にヒアリング調査を実施し、ブラン

ディング、M&A の推進、経営理念の浸透、事業イノベーションなどのグローバル経営において、インターナ

ル・コミュニケーションがカバーすべき組織の境界、グループ間の意思決定方策、言語の選択、電子メディ

アの活用、広報効果測定などの課題を抽出している。O’Neil（2008）もグローバル企業において、内容が十

分かつ正確で時宜を得たコミュニケーションに加え、直接対面して行われる経営に関するコミュニケーショ

ンが、従業員の企業の目標を支持する行動につながることをケーススタディによって示した。一方 Verčič et 

al.（2012）はヨーロッパ企業の問題として、グローバリズムや規制緩和、アウトソーシング、M&A などの変

化が、従業員の企業に対する信頼を低下させ、インターナル・コミュケーションの重要性が近年急速に認識さ

れるようになってきたと指摘している。M&A の成功の鍵として、井上（2010）も歴史や企業文化の異なる企

業と経営統合してシナジー効果を発揮する際に重要なのが、従業員の受信ニーズに合致したコミュニケーショ

ンであると述べている。経営には常に変革が伴うが、企業変革戦略の中には社内コミュニケーション戦略が盛

り込まれる必要がある（城，2000）。また冨田（2011, p.53）は、「リストラや雇用の多様化、個別成果主義の

推進等によって組織内部の関係性が複雑化」しているとし、正常な内部コミュンケーションの維持には関係性

の問題がマネジメントの中心課題として位置づけられる必要があると述べている。

これまで見たように様々な視点から企業経営におけるインターナル・コミュケーションの重要性が議論さ
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れているが、BtoC 企業と BtoB 企業を分離し、BtoB 企業を対象にした研究は少ない。次に見るように BtoB

企業は BtoC 企業と異なる特性を持つことから、インターナル・コミュニケーションについても共通部分はあ

るものの、異なる特性を持つことが考えられる。少数ではあるが BtoB 企業に絞ったインターナル・コミュニ

ケーションに関する先行研究については 2-3 でレビューするものとする。

2-2．BtoB の特質

BtoB 領域と BtoC 領域において明確な違いが認められるのは顧客との取引面においてである（表 1）。

Pacenti（1998）は、BtoB と BtoC の購買動機を比較して、前者は合理性に重点が置かれるのに対し、後者は

個人の嗜好をはじめとする感情的なものだとし、おのずとアプローチは異なると論じている。

表 1　BtoB 取引と BtoC 取引の特徴

比較項目 BtoB BtoC

購買動機 再生産／合理性 消費／感性

購買関与者 多層・組織的 単独・個人

供給者との関係 固定／相互依存 薄い

顧客数 特定少数 不特定多数

購買の継続性 強い 弱い

出所：余田（2011, p.24）および高嶋・南（2006, pp.5-10）に基づき筆者作成

商取引面以外で認められる BtoC 企業に対する BtoB 企業の特質として，コーポレート・アイデンティティ

や社会的価値が社内外から見えづらいという点が挙げられる（山﨑，2014b）。BtoC 企業の従業員は，自分た

ちの業務と社会的価値との結びつきを理解することは比較的容易である。しかし部品を製造している企業の従

業員は，部品を組み込んだ完成品を製造するセットメーカーの手を経て初めて自社製品の価値が可視化できる

のであり，業務の成果が一般生活者の目に触れないという特質がある（山﨑，2014b）。工場や施設等で稼働

する機械、設備等の生産財メーカーでも同様であろう。その他としては企業認知度の低さや、それに伴う人材

確保の難易度の高さ等に BtoB 企業の特質が見られる（山﨑，2014，2015）。ここで述べた BtoC 企業との相違

がインターナル・コミュニケーションに与える影響はこれまで検証されていない。

2-3．BtoB 企業のインターナル・コミュニケーションの特質

BtoB 企業のインターナル・コミュニケーションの研究の蓄積は浅く、ブランディングの理論に基づくもの

や実務家によるケース紹介が中心である。余田・首藤（2006）は BtoB 企業でも中長期的に成長していくため

に、顧客企業だけではなく、幅広いステークホルダーとの関係性の構築が重要だとし、優れた人材獲得ならび

に従業員の忠誠心やモラール、組織の求心力を確保する上で、わかりやすいメッセージの発信によるブランド

構築が必要だと述べている。また大島（2010）は村田製作所の事例に基づき、BtoB 企業の広報・広告活動は

リクルートや社内活性化といった課題解決に有効だと述べている。

山﨑（2015）は BtoB 企業 5 社のコーポレート・コミュニケーションに対し、ステークホルダー・マネジメ

ントの観点より、対象ステークホルダー、目的、手段（方法・メディア）についてインタビュー調査を実施し

た。その結果、BtoC 企業と比較していないことから限界はあるものの、インターナル・コミュニケーション

に関して次のような傾向を抽出した。

①　多様なステークホルダーを意識している中で、従業員を主要ステークホルダーと位置づけている。

②　情報や経営理念の共有に加え、モラールアップを目的としている。

③　社内報やイントラネットを中心メディアとして用いながらも、企業広告を社外のみならず従業員も意識

して展開している。
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さらにその後のアンケート調査でもこれと同様の傾向を見出し、BtoB 企業がコーポレート・コミュニケー

ションのステークホルダーとして従業員を重視する理由として以下のように考察している。従業員は勤務先企

業の製品が生活者との直接的なリレーションを生まないことから社会的価値を理解しづらい。そのために業務

のモチベーションやモラール向上、組織的な協働などを生む施策の必要性が高まると考えられる。これは事業

の内容や社会性がわかりやすく、企業認知度も高い BtoC 企業と異なる点である。

ただしこれは従業員のステークホルダーにおける位置づけ、目的、手段という上記のインターナル・コミュ

ニケーションにおける 3 傾向について、BtoC 企業と BtoB 企業の共通する部分と相違する部分が論述されて

いないことから、BtoB 企業のコーポレート・コミュニケーションの独自の特質というところまで詰め切れて

いないという限界がある。

３．仮説と調査方法

3-1．仮説

先行研究のレビューから BtoC 企業の傾向とは異なる BtoB 企業のインターナル・コミュニケーションの特

質について以下の仮説を設定し、3-2 で述べる方法による調査の結果と 2-3 で述べた山﨑（2015）の調査結果

を比較することで検証を行うものとする。

仮説 1：BtoB 企業は BtoC 企業より従業員を主要なステークホルダーとして位置づけている。

仮説 2：�BtoB 企業は BtoC 企業よりモラールアップをインターナル・コミュニケーションの目的の上位に位

置づけている。

仮説 3：�BtoB 企業は BtoC 企業より企業広告をインターナル・コミュニケーションの手段として利用してい

る。

仮説 4：�BtoB 企業と BtoC 企業のインターナル・コミュニケーションにおいて、仮説 2 と仮説 3 以外は目的

や手段で多くの共通点を持つ。

本研究の論点は、BtoB 企業に対してのみ実施した先行研究の調査結果が、はたして本当に BtoB 企業のイ

ンターナル・コミュニケーションの特質だといえるのかという点である。それを証明する手段として選択した

のが、BtoC 企業に対して新たな調査を実施し、先行研究の調査結果と比較するという方法である。

3-2．調査方法２）

BtoC 企業に対するインタビュー調査を次の通り実施した。質問項目をリスト化（図 1）する一方で関連す

る領域についても質問をする半構造化面接法で行った。筆者が調査者となって広告と広報の両部門のマネー

図１　BtoC 企業のインターナル・コミュニケーション質問リスト

広報部門には①〜⑦を質問、広告部門には全てを質問

①　コミュニケーション業務の組織と担当する業務内容を教えてください。

②　コミュニケーション活動で重視するステークホルダーを教えてください。

③　コミュニケーション対象としてステークホルダーにおける従業員の位置づけを教えてください。

④　②でお答えいただいたステークホルダーを対象とするコミュニケーション活動の目的を教えてください。

⑤　従業員を対象とするコミュニケーション活動の目的を教えてください。

⑥　②でお答えいただいたステークホルダーを対象とするコミュニケーション活動の手段を教えてください。

⑦　従業員を対象とするコミュニケーション活動の手段を教えてください。

⑧　企業広告の対象を教えてください。

⑨　企業広告の対象が従業員の場合は目的を教えてください。
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ジャーに各社約 1 時間のインタビューを実施した。実施時期は 2015 年 6 月 25 日から 9 月 4 日にかけてである。

便宜的標本抽出により業種のバランスを考慮しながら企業を選択して調査を進めたが、調査対象者が匿名を条

件に協力を受諾したために社名は匿名とした。

質問内容は図 1 の通りであり、コミュニケーション対象としてステークホルダーにおける従業員の位置づけ、

およびインターナル・コミュニケーションの目的と手段（媒体）を含め、BtoC 企業のコーポレート・コミュ

ニケーションが把握できるように設定した。こうして実施した調査についてインターナル・コミュニケーショ

ンに関する結果を山﨑（2015）の BtoB 企業の調査結果と照らし合わせ、BtoB 企業のインターナル・コミュ

ニケーションの特質を考察する。

事例研究は、質的データが持つ独特の特徴が量的データには還元しつくせない「意味」を明らかにしていく

上で重要な意義を持つ（佐藤，2008）。ただし事例や対象の数が少ないことから一般化可能性に批判を受ける

ことが多く（田尾・若林，2001）、限定的情報の一般化を避ける上でケース収集数ならびに結果の妥当性チェッ

クが必要である。

本研究におけるケーススタディの方法論は Yin（1984, 1994, 2014）と、Yin の手法と Glaser & Strauss

（1967）のグランデッド・セオリー・アプローチ３）の両者をベースとする Eisenhardt（1989）のアプローチを

取り入れた。

Yin（2014）はケースの選択にあたり、あらゆるケースは全体的な探究において特定の目的に有用であるべ

きであり、複数のケーススタディを実施する場合はケースを追試の論理に従って選ぶとしている。各ケースは、

（a）同じような結果を予測するか（事実の追試）、（b）予測できる理由ではあるが対立する結果を生むか（理

論の追試）、そのいずれかであるように選択し、効果的なケース数は 6 から 10 だとしている。すべてのケース

が予測通りになれば当初の命題群を支持することになり、逆にケースが当初の命題と対立すればその命題を調

整し、他のケース群で再度テストをしなければならない。追試の論理は複数のケースを複数の実験と同様に

考えるもので、多くの回答者がより多くの回答者を代表すると仮定するサンプリングの論理とは区別される。

ケーススタディは統計的一般化に依拠するのではなく、分析的一般化に依拠するものである。それぞれのケー

スの結論は、次に他の個別ケースでの追試の必要性についての情報だと考えられ、追試がなされることで類似

した近隣にも適用できるかどうかが判断される。

Eisenhardt（1989）は理論構築のステップとしてケース数をデータ収集前に定めず、理論的飽和状態に到達

するまで追加するとしている。理論的飽和とは、データ収集とその分析を同時に進めることによって達成され、

あるカテゴリーに関連のあるケースにいろいろあたっても、そのカテゴリーの諸特性をそれ以上発展させるこ

とができない状態に到達する時である（Glaser & Strauss, 1967）。すなわち新たなケースにあたっても、同じ

特性が繰り返し発見される状態である。Eisenhardt はケース数を事前に定めないとしながらも、4 から 10 が

妥当だとしている。すなわち Yin が挙げた数と近いケース数での理論的飽和を想定している。

本研究では業種のバランスを考慮しながら便宜的標本抽出により調査を進めたが、各企業の調査結果は同

様の傾向を示し、5 社をもって理論的飽和に達したことからケース数は 5 社で妥当だと判断した。結果内容の

コーディングの信頼性については、ボイスレコーダーに録音したものを書き起こしたテキストの記録と調査結

果の記述を照合する簡易な方法で 2 名にてチェックを行い、結果の妥当性について問題が無いことを確認した。

４．調査結果

住宅、飲料、食品、自動車、トイレタリーの 5 業種の BtoC 企業（表 2）に実施したインタビュー調査のイ

ンターナル・コミュニケーションに関する結果は以下の通りである。
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表２　インタビュー調査実施リスト 

企業 業種 所属部門 役職
所属部門

経験年数
勤続年数

インタビュー

年月日

Ａ社 住宅
広報 部長 15 26 2015.7.7

広告 部長 15 27 2015.6.25

Ｂ社 飲料
広報 課長 6 15 2015.6.29

広告 課長 12 23 2015.6.29

Ｃ社 食品
広報 マネージャー 2 27 2015.7.9

広告 マネージャー 24 24 2015.7.9

Ｄ社 自動車
広報 副本部長 9 35 2015.8.4

広告 部長 3 25 2015.8.4

Ｅ社 トイレタリー
広報 部長 11 31 2015.9.4

広告 部長 7 30 2015.9.4

注 : 匿名性確保のため、所属部門名は「広報」「広告」とした。

 

4-1．A社（住宅）

①　重視するステークホルダー

最重要ステークホルダーは顧客である。住宅は 30 年から 50 年と寿命が長く、世代を超えて使い続けられる

ものであり、顧客のとらえ方は住宅の購入を検討中の人に限定していない。

次いで重視しているステークホルダーは、分類としては取引先になるが、工事店およびその組織である。工

法は規格化されているため工事店がなければ家は建たず、これらの工事店で地域密着型の組織がつくられてい

る。そのような理由から、工事店はインナー的な存在でもあり、会社のルールや経営、教育・研修も含めて、

運命共同体として重視している。ステークホルダーとしては、この 2 者が特別な位置にあるという点が特徴で

あり、それを重視する結果として、株主・投資家、社会一般という他のステークホルダーの満足につながると

考えている。

②　インターナル・コミュニケーションの内容・目的

イントラネットと社内報のいずれも情報の伝達と共有が目的である。ただし速報性と対象の網羅性が異なる

ため、内容や運営は別である。社内報は経営理念に基づいた経営方針や、従業員の家族に会社や職場の雰囲気

が伝わるようなトピックスを含めている。

③　インターナル・コミュニケーションの手段

イントラネットと社内報（1 回 /2 か月）である。社内報は単身世帯には実家（家族）にも送り、会社の方

針や職場の状況を伝えている。イントラネットは各部門が直接情報をアップできるシステムとなっている。

④　広告の目的、その他

広告は商品広告、企業広告を問わず、すべて（潜在）顧客向けである。中・長期的な視点による共感獲得を

含め、販売促進が目的である。商品広告は営業部門に対する支援の姿勢を示し、営業担当者の士気高揚につな

がるという意味では従業員向けといえるが、あくまでも二次的な目的にすぎない。

社会貢献活動は CSR 部門が管轄しており、広報はその情報を社内外に発信する役割を担っている。社内効

果としては、仕事が社会や地球環境に貢献していることを実感でき、プラスの社風を生み出している点である。

以前は家を建てるという事業そのものが社会貢献だという認識だったが、現在はボランティアやチャリティ活

動に対しても共感や理解が得られるようになった。
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4-2．B社（飲料）

①　重視するステークホルダー

重視するステークホルダーは顧客である。広報には守りの広報と攻めの広報があり、両方とも重要だが、現

在は攻めの広報が従来に比べて重視されるようになった。攻めの広報とは顧客向けに広告とは異なる手段で

プロモートしていく戦略的 PR である。基本的に広報はオール・ステークホルダーが対象で、広告のように顧

客だけが対象というわけではないが、パブリシティを通して顧客を強く意識している。中心的なステークホル

ダーは記者やメディアの向こうにいる顧客である。

②　インターナル・コミュニケーションの内容・目的

グループ共通の理念としてグループ経営理念があり、体系化されている。社外には最上位概念のコーポレー

ト・メッセージを中心に発信しているが、社内的には創業の精神を表わす言葉が共通価値のひとつとして浸透

している。海外については M&A で傘下に入る企業、事業が増えているが、ガバナンスはケースバイケース

で一律ではない。海外のグループ企業の従業員とメディアを介しての全体的なコミュニケーションの仕組みは

無い。

③　インターナル・コミュニケーションの手段

イントラネットと社内報が中心であり、企業理念・経営理念や経営方針の共有、情報伝達が目的である。各

事業会社で個別に行っているものも多い。イントラネットに本人や所属部門で行った「良いこと」を順次アッ

プしていくコンテンツがあり、社内の CSR 活動の促進や共有につながっている。

④　広告の目的、その他、

すべての広告は顧客を対象としている。リクルートを目的とすることは全くない。商品選択は企業の思想

の影響を受ける商品カテゴリーが多く、社会貢献活動や環境経営は企業広告のメッセージとして伝達しやすい。

広告は顧客向けの活動だが、強いクリエーティブこそが全てのステークホルダーに機能すると考えている。

顧客と従業員以外の、流通、（工場近隣の）地域住民、株主といったステークホルダーは、他部門や機能会

社、グループ会社で対応している。社会貢献活動は CSR 部が担当しており、そこが FACT をつくるセクショ

ンなら、広報はその FACT を伝えるのが仕事である。

4-3．C社（食品）

①　重視するステークホルダー

食品という一般消費財を扱っている会社として、広報も広告も顧客を最重要ステークホルダーとして位置づ

けている。メディア、記者との関係づくりも重視しているが、これはメディアを通して他のステークホルダー

にどう伝えるかという問題である。投資家や株主には技術力や研究開発、海外展開等を重点的に伝達している。

他には従業員も意識している。

②　インターナル・コミュニケーションの内容・目的

イントラネットの主なコンテンツは、a）人事異動等の告知　b）連絡事項（お知らせ）C）ニュース（社内

報と同じだが即時性がある）の 3 点で、情報伝達を目的に、各部門、各グループ企業の広報委員がニュースを

掲出する仕組みになっている。社内報はじっくりと読む紙媒体であり、イントラネットを見る環境にない工場

のパートまでを対象としたインターナル・リレーションズの中核である。会社の考え方や経営方針なども掲載

する。

③　インターナル・コミュニケーションの手段

社内報（年 4 回発行）とイントラネットである。グループ企業共通の媒体として一体感が醸成されるよう編

集されている。社内報はダイバーシティへの取り組み等、各部門やグループ企業のトピックス、ニュースが中

心のコンテンツで、情報や経営理念等の価値観の共有が主な目的である。

④　広告の目的、その他

全ての広告のターゲットは顧客である。企業広告の目的は企業イメージの弱い部分を強化すると同時に、最
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終的に商品ブランドの上位にある企業ブランドの選択を働きかけるためである。企業ブランドに信頼性や親近

感をもってもらい、類似した商品が並んだ時に、商品選択の動機づけにつなげることを意図している。2 次的

な目的としては流通対策もある。

4-4．D社（自動車）

①　重視するステークホルダー

最重要ステークホルダーは顧客である。この顧客というのは、他社の車に乗っている人や、将来的に車を購

入する可能性のある人も含めて考えている。

②　インターナル・コミュニケーションの内容・目的

第一の目的は従業員の情報共有だが、メディアによって使い分けている。イントラネットは業務上の必要事

項の連絡や部門ごとのニュース、トピックスを短時間でタイムリーに提供するのが主な目的である。社内報は

企業の方針の他に従業員とその家族にも自社のファンになってもらい、走って楽しむ文化を共有することを目

的にしている。また退職後の OB とのつながりも重視している。

③　インターナル・コミュニケーションの手段

社内報とイントラネットである。社内報は広報部門で制作し、工場の現場の社員も含め全従業員に同じ内容

の冊子を配布している。一方イントラネットは各部門でコンテンツを掲出し、更新できる仕組みになっている。

④　広告の目的、その他

企業広告は今後車の購入を検討する顧客が対象で、目的は販売促進である。従業員は対象に考えていない。

特定の車種を訴求しない企業広告は、顧客に対する会社としての車づくりのコンセプト、デザインの理解促進

と、車種選択の前段階の企業の選択を目的にクリエーティブを行っている。ソーシャルメディアや Web も活

発に利用しており、D 社の車に現在乗っているユーザーもターゲットに含め、きめ細かくコンテンツをつくり

分けている。エンジニアを含めた社員も登場させ、作り手としての声を伝えている。

国内と海外のコミュニケーションは日本の広報本部やマーケティング本部によって横串を通すと同時に、エ

リアや国ごとの個別の情報発信を組み合わせている。CSR は別部門で展開し、コミュニケーション部門は連

携して情報発信を行っている。

4-5．E社（トイレタリー）

①　重視するステークホルダー

広告、広報共に最重要ステークホルダーは顧客である。リリースや取材は記者とのやり取りになるが、記事

や番組を見る顧客を第一に意識している。ステークホルダーを順位づけするというより、ステークホルダーに

よって利用する主要メディアが異なるという考え方をしている。

顧客については全ての人が顧客だといえるので、Web など広告部門と広報部門、社会貢献部門、コーポレー

ト・ブランド管理部門が連携して活動することが多い。

②　インターナル・コミュニケーションの内容・目的

イントラネットは速報性を活かした情報共有を重視する。社内報は定期発行で全従業員が読むものであり、

自宅へ持ち帰り保存されるメディアとして、会社としての理念や経営方針、経営上の重点テーマ等をわかりや

すく伝達し、共有化を図ることが主目的である。

⑤　インターナル・コミュニケーションの手段

社内報とイントラネットが中心だが、海外には企業全体の情報を伝達するポスターを制作し、事業所に送付、

掲示している（3 か国語対応）。人数が限定的だと、事業所内に貼るポスターは注目され、効果を発揮する。

⑥　広告の目的、その他

企業広告は顧客が対象で、目的はファンづくりという間接的な販売促進である。顧客以外には販売店との取

り組み強化の手段に広告を使うこともある。企業広告は生活情報の発信や共感を得る目的で、ストーリー性の
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あるクリエーティブも取り入れている。コミュニケーション活動全体としては特定のメディアに集中せず、広

告、Web マガジン、オウンドメディアなどを連動させている。マス媒体に限定せず、多様なメディアを駆使

して顧客である生活者と接触するようにプランニングしている。また CSR 部門とは密接に連携し、広い層に

共感が得られるように Web 等で情報発信をしている。

4-6．BtoB 企業と BtoC 企業のインターナル・コミュニケーションの比較と仮説検証

上記の BtoC 企業 5 社に対するインタビュー調査の結果を集約すると次の通りである。

①　コーポレート・コミュニケーションのステークホルダーにおける従業員の位置づけ（インターナル・コ

ミュニケーション）は中位である。

②　インターナル・コミュニケーションの内容は企業や部門のトピックス、経営理念、経営方針、社会貢献

活動等で、目的は情報や経営理念・経営方針の共有が中心である。

③　インターナル・コミュニケーションの手段は社内報とイントラネットで、企業広告は使用されていない。

表 3 はこの BtoC 企業の調査結果と山﨑（2015）による BtoB 企業の調査結果を対比したものあるであるが、

内容や目的、手段において相違点と同時に共通点も複数見受けられる。これによって仮説 1 から 4 までを検証

した結果、すべての仮説は支持された。

表 3　インターナル・コミュニケーションにおけるBtoB 企業と BtoC 企業の比較

リサーチ・クエスチョン
共通点

相違点
BtoB 企業 BtoC 企業

1

コーポレート・コミュニケーショ

ンの対象ステークホルダーにおけ

る従業員の位置付け

共通点

相違点 高位 中位

2

内容

共通点
経営（企業）理念、経営方針、

企業・部門トピックス、社会貢献活動

相違点

事業・企業の社会性、存

在価値（コーポレート・

アイデンティティ）

目的

共通点 経営（企業）理念・経営方針・企業情報の伝達・共有

相違点
アイデンティティの共有、

モラールアップ

3 手段（メディア）
共通点 社内報、イントラネット

相違点 企業広告

 

５．考察

5-1．BtoB 企業と BtoC 企業の共通事項

BtoB 企業と BtoC 企業のインターナル・コミュニケーションの共通事項として以下の 2 点を挙げることが

できる。

①　インターナル・コミュニケーションの目的は企業・部門トピックス（ニュース）、社会貢献活動等の情

報や、企業理念、経営方針の伝達・共有である。
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②　インターナル・コミュニケーションの手段は社内報とイントラネットである。

共通点は、情報や企業理念の伝達や共有が目的で、社内報とイントラネットが主要手段だという点である。

ステークホルダーである従業員に対し、基本的な手段や目的に違いは無いということである。その理由として、

社内報とイントラネットはインターナル・コミュニケーションに特化した専門メディアであり、伝達や共有と

いう、メディアを介したコミュニケーション目的に適合していることが考えられる。

鏡（1991）は社内報を中心に目的別に使用されるメディアの実態を調査・分析し「経営理念・経営姿勢・経

営方針の伝達と理解・受容の促進」は最重要テーマに位置づけられ、社内報を使用する企業が多いことを明ら

かにしている。保存性に優れる社内報は多数の全従業員に経営理念や経営方針を伝達するのに適したメディア

である。先行研究で見た高橋（1997）は、組織の活性化とはメンバーが組織と共有している目的・価値を実現

していこうとする状態だと述べているが、経営方針や経営理念が共通の目的や価値に該当し、その共有化を図

ることがインターナル・コミュニケーションの機能である。

組織文化４）は「組織構成員によって内面化され共有化された価値、規範、信念のセット」（加護野，1988, 

p.26）や「メンバーによって共有された価値や規範および（結果として生じる）思考や行動の様式」（松村，

2006, p.4）とされ、経営（企業）理念もそれに包含して考えられる。強力な組織文化を成立させる条件として、

近接性、同質性、相互依存性、コミュニケーション・ネットワーク、帰属意識の高揚の 5 点が挙げられる（桑

田・田尾，2010）が、経営方針に反映された企業理念を伝達、共有する機能をインターナル・コミュニケー

ションが発揮するのも、BtoB と BtoC 企業を問わず共通である。

5-2．BtoB 企業と BtoC 企業の相違事項

BtoB 企業と BtoC 企業のインターナル・コミュニケーションの相違事項として以下の 3 点を挙げることが

できる。

①　BtoB 企業ではコーポレート・コミュニケーションの対象ステークホルダーとして BtoC 企業より従業

員を重視している。よってコーポレート・コミュニケーションにおけるインターナル・コミュニケーショ

ンの比重が高く、BtoC 企業では相対的に低い。

②　BtoB 企業ではコーポレート・コミュニケーションの目的として情報や企業理念の伝達・共有だけでは

なくコーポレート・アイデンティティや企業・事業の社会的価値の理解によるモラールアップも大きな割

合を占める。

③　BtoB 企業ではコーポレート・コミュニケーションの手段として企業広告が使用されるが BtoC 企業に

その傾向は見られない。

BtoB 企業が BtoC 企業より相対的に従業員を重視してインターナル・コミュニケーションを展開している

のは、BtoC 企業では質量共に豊富なエクスターナル・コミュニケーションがインターナル・コミュニケー

ションの機能も発揮していると考えられる。インタビュー調査によって BtoC 企業の広告は従業員向けに意識

されていないことが明らかになったが、BtoC 企業の従業員は広告やパブリシティ、さらに生活の場で商品そ

のものにも接触する機会は多く、敢えてインターナル・コミュニケーションという形をとらなくても企業の社

会的価値やアイデティティを共有できる。しかし、エクスターナル・コミュニケーションが貧弱な BtoB 企業

は、必然的にインターナル・コミュニケーションを重視せざるをえない。加えて先行研究の山崎（2015）で見

たように、自社の社会的価値やアイデンティティといった統一した概念が見えづらいことからインターナル・

コミュニケーションによって可視化する必要があり、それによるモラールアップが意図されているのである。

それは企業が提供する価値はアイデンティティに従い、そのアイデンティティはインターナル・コミュニケー

ションによって構築されるとする Ackerman（2000）や陶山・梅本（2000）の先行研究とも合致する。
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BtoB 企業の企業広告が従業員を意識して展開されているのは、企業の社会的価値の理解は社外のステーク

ホルダーのみならず、従業員に対する課題でもあり、企業認知度が高まることは従業員のモラールアップに影

響を与えるからだと考えられる。先行研究で見たように十分な情報が得られることがモラールアップにつな

がり（White et al.，2010）、社外で自社の高い評判に接することは組織のアイデンティティの生成を促進する

ツールになり（Smidts et al.，2001）、企業広告がその役割を担っていると考えられる。

６．まとめと今後の課題

6-1．インプリケーション

インターナル・コミュニケーションについてこれまで BtoB 企業と BtoC 企業を分離して議論が十分されて

こなかったのは、両者のインターナル・コミュニケーションの間での違いが認識されていなかったと考えられ

る。しかし BtoB 企業には BtoC 企業と異なる特質が認められることから、インターナル・コミュニケーショ

ンについても特質が存在すると考え、明らかにしたことは本研究の成果である。また BtoC 企業に対して調査

を実施し、先行研究の BtoB 企業に対する調査結果と比較することで、BtoB 企業のインターナル・コミュニ

ケーションの特質を導出した点は独自性が高い。

本研究では BtoB 企業のステークホルダー・マネジメントにおける従業員重視傾向と、インターナル・コ

ミュニケーションの目的と手段の特質が示したが、学術的な知見に留まらず、実務的にも実行計画の策定や効

果測定等で有効な活用が期待できる。

6-2．限界と今後の課題

本研究では山﨑（2015）の BtoB 企業の傾向と、今回実施した BtoC 企業へのインタビュー調査結果を比較

することで BtoB 企業のインターナル・コミュニケーションの特質を明らかにした。しかし一般化を図ること

を優先し、インターナル・コミュニケーションの展開プロセスの違いまでは明らかにしていない。今後は、手

段（メディア）において BtoC 企業と BtoB 企業の間で明確な違いが見られた企業広告について、さらに内容

や目的を細分化しての分析と、コミュニケーション効果として BtoB 企業の従業員の受容性についての研究が

課題として挙げられる。

また、BtoB 企業と一括りにしても、そのレベルや態様は様々である。Greiner（1972）は企業が成長するプ

ロセスの管理フェーズを、①創造　②指導的管理　③委託　④調整　⑤連携の 5 段階に分け、各段階に応じた

マネジメントの必要性を解説している。インターナル・コミュニケーションも成長プロセスのフェーズ毎に対

応が必要で、初期の非公式なやりとりが中心のレベルから、メディアを介してコントロールされたコミュニ

ケーションへと企業の成長に合わせていく必要があろう。本研究では調査対象の BtoB 企業を上場している製

造業に限定し、情報システム構築やコンサルティング等のサービス業は含めていない。サービス業を中心に研

究が進んできたインターナル・マーケティングの援用などが期待できることから、業種の拡大や企業規模等に

よる比較も今後の課題としたい。
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注

１）インターナル・コミュニケーション（Internal Communication）と同義で、エンプロイー・コミュニケーション（Employee 

communication）という用語を使用する文献も多いが（例えば Cutlip et al., 2005）、本論ではインターナル・コミュニケーショ

ンで統一した。

２）本調査では、インターナル・コミュニケーションと共に他のコミュニケーション活動についても調査対象とした。したがっ

て本項および第 4 節・調査結果の「重視するステークホルダー」の内容は山﨑（2016）でも用いた。
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３）Grounded Theory Approach（GTA）。データに基づき理論を産出することを目的とした質的調査の手法（Glaser & Strauss, 

1967）。

４）組織文化の代表的な研究者である Schein（1985）は、組織文化を「可視可能な人工物と創造されたもの」「価値」「基本的仮

定（当たり前と受け止められている目に見えない意識以前のもの）」という 3 つのレベルに分け、基本的仮定を組織文化の本質

と位置づけているが、コーポレート・コミュニケーションの対象としては「価値」が最も適合することから、本研究では加護

野（1988）や松村（2006）の概念を用いた。
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BtoB企業におけるインタ－ナル・コミュニケーションの研究
――BtoC 企業調査による比較――

山﨑　方義
（京都産業大学大学院マネジメント研究科 博士後期課程）

BtoB 企業がコーポレート・コミュニケーションの対象として重視するステークホルダーは、

先行研究から従業員および社会であるという傾向が見出せる。しかしその調査は BtoB 企業だけ

を対象としたもので、BtoC 企業と比較しての論考とはなっていない。

そこで本研究では、従業員を対象とするインターナル・コミュニケーションについて BtoB 企

業と BtoC 企業の間で比較を行い、特にステークホルダーとしての従業員の位置づけ、インター

ナル・コミュニケーションの目的と手段に焦点をあてる。

研究方法としては、BtoC 企業の広報および広告部門のマネージャーにインタビュー調査を行

い、その結果と BtoB 企業を対象とした先行研究を比較することで、BtoB 企業のインターナル・

コミュニケーションの特質を抽出する。

和文キーワード：１．BtoB　　２．インターナル・コミュニケーション

　　　　　　　　３．ステークホルダー　　４．コーポレート・コミュニケーション

　　　　　　　　５．コーポレート・アイデンティティ

Internal Communications of BtoB Companies
――Comparison with those of BtoC Companies――

Masayoshi YAMASAKI
（Kyoto Sangyo University）

Previous researches showed that the stakeholders BtoB companies emphasize as the 

targets of their corporate communications are their employees and society. However, the focus 

of those researches was just on BtoB companies, and they didn’t argue about the difference 

of the feature of corporate communications between BtoB and BtoC companies. So, this 

study compares internal communications of BtoB companies with those of BtoC companies, 

especially focusing on how to perceive employees as a stakeholder and on the purpose 

and methods. We conducted the interviews with managers of advertising and corporate 

communications and the results of these interviews were investigated with the results of 

previous researches. As a result of this investigation, we found the unique feature of BtoB 

communications toward employees.

Keywords：1. BtoB　　2. internal communication 　 3. stakeholders

　　　　　  4. corporate communication　　5. corporate identity


